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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

 ２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第90期

第２四半期 
連結累計期間 

第91期
第２四半期 
連結累計期間 

第90期
第２四半期 
連結会計期間 

第91期 
第２四半期 
連結会計期間 

第90期

会計期間 

自 平成20年
４月１日 

至 平成20年 
９月30日 

自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成20年
７月１日 

至 平成20年 
９月30日 

自 平成21年 
７月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成20年
４月１日 

至 平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  202,437  143,936  98,203  81,330  335,662

経常利益（百万円）  62,212  29,471  29,070  21,402  64,319

四半期（当期）純利益（百万円）  34,449  13,927  15,588  13,095  21,831

純資産額（百万円） － －  376,988  366,858  352,744

総資産額（百万円） － －  639,603  612,981  588,413

１株当たり純資産額（円） － －  749.52  730.48  701.62

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 69.25  28.00  31.34  26.32  43.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  58.3  59.3  59.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 56,776  35,772 － －  89,873

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △89,421  △28,163 － －  △121,975

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 16,081  △4,309 － －  27,438

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  84,212  98,308  94,623

従業員数（人） － －  6,223  4,967  4,947
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当社グループ（当社及び子会社並びに関連会社）の事業は「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セグ

メントに占めるガラス事業の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

このため、ガラス事業について「情報・通信関連部門」と「その他部門」の２つの「部門」に区分して記載していま

す。 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 4,967   

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,926   
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）における生産実績を部門ごとに示

すと、次のとおりです。 

 （注）１．生産金額は、平均販売価額により算出したものです。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

基本的に見込み生産を行っています。なお、当第２四半期連結会計期間において特記すべき事項はありません。

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）における販売実績を部門ごとに示

すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

パナソニック㈱は、平成20年10月１日をもって松下電器産業㈱が社名変更したものです。 

 なお、当第２四半期連結会計期間における友達光電股份有限公司向けの売上高は、総販売実績に占める割

合が100分の10未満であったため記載を省略しています。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグ
メント 

部門 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ガラス事業 

情報・通信関連部門  69,944  86.7

その他部門  9,000  50.7

合計  78,945  80.2

事業の種類別
セグメント 

部門 項目 金額（百万円） 
前年同

四半期比（％） 

ガラス事業 

情報・通信 

関連部門 

ディスプレイ用ガラス  66,430  87.0

電子部品用ガラス  3,018  78.5

計  69,449  86.6

その他部門 

ガラスファイバ  5,390  63.9

建築・耐熱・照明薬事用その他  6,233  68.4

計  11,624  66.2

ガラス事業計  81,073  82.9

その他 －  256  57.5

合計  81,330  82.8

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ＬＧディスプレイ㈱  27,589  28.1  20,316  25.0

友達光電股份有限公司  12,410  12.6  －  －

パナソニック㈱  12,025  12.2  8,357  10.3
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当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものです。 

(1）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におきましては、世界経済はアジアでは中国において景気が持ち直し、米国や欧州で

は一部に下げ止まりの兆しが見えるものの、なお深刻な状況が続きました。 

日本経済は、輸出がアジア向けを中心に増加し、個人消費も景気対策の効果もあり回復の動きが見られました

が、設備投資や住宅投資が減少し、雇用情勢も一段と厳しさを増すなど、依然として厳しい状況にありました。 

このような状況下、当社グループにおいては、得意先業界の需要回復を背景に主力のフラットパネルディスプレ

イ（ＦＰＤ）用ガラスの販売が前四半期（平成２１年４月１日～平成２１年６月３０日）に引き続き順調に回復し

ました。その他の事業分野についても、多くの領域で底打ちの動きが見られましたが、回復の進捗は緩やかなもの

になりました。 

これらにより、当第２四半期連結会計期間の売上高は８１３億３０百万円（前年同四半期比１７．２％減）とな

りました。 

損益面においては、ＦＰＤ用ガラスの販売の回復や稼動の引き上げ、生産性改善による効果などにより、営業利

益は２２０億３５百万円（同２８．０％減）、経常利益は２１４億２百万円（同２６．４％減）、四半期純利益は

１３０億９５百万円（同１６．０％減）と、前四半期との比較では増益となったものの、前年同四半期との比較で

は減益となりました。 

当社グループの主事業であるガラス事業及び当該事業の部門別の業績は次のとおりです。 

ガラス事業の売上高は８１０億７３百万円（前年同四半期比１７．１％減）、営業利益は２２０億１３百万円

（同２８．０％減）となりました。 

（情報・通信関連部門） 

ディスプレイ用ガラスについては、ＦＰＤ用ガラスの販売が需要の回復を背景に復調しましたが、ブラウン管

用ガラスの販売が低迷しました。電子部品用ガラスについては、光通信関連やイメージセンサ用ガラスを中心に

回復基調をたどりました。 

これらの結果、情報・通信関連部門の売上高は６９４億４９百万円（同１３．４％減）、営業利益は２３０億

３０百万円（同２０．９％減）となりました。 

（その他部門） 

ガラスファイバについては、主力の自動車部品向け販売が回復に転じた一方、建築・耐熱・照明薬事用その他

は、国内外の住宅・建築需要低迷の影響を受け、販売が振るいませんでした。 

これらの結果、その他部門の売上高は１１６億２４百万円（同３３．８％減）となり、１０億１７百万円の営

業損失（前年同四半期は１４億７４百万円の営業利益）となりました。 

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

   ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

〔日本〕 

主として、ＦＰＤ用ガラスの販売が回復しましたが前年同四半期の水準には及ばず、売上高は７７３億６４百

万円（前年同四半期比１２．４％減）、営業利益は２２８億３９百万円（同２９．５％減）となりました。 

〔アジア〕 

子会社において、液晶用基板ガラスやガラスファイバの販売が回復基調をたどったものの、売上高は５４０億

８７百万円（同１２．２％減）となりました。損益面では、営業利益が４億８６百万円（同４５．４％増）とな

りました。 

〔その他の地域〕 

米国販売子会社を中心に、売上高４億９７百万円（同３９．２％減）、営業損失９百万円（前年同四半期は 

６４百万円の営業利益）を計上しました。 

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去前の数値です。 

   ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）財政状態の分析 

〔総資産〕 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して２４５億６７百万円増加し、

６，１２９億８１百万円となりました。流動資産では、販売の復調に伴い、受取手形及び売掛金が増加する一方

で商品及び製品が減少しました。固定資産では、ＦＰＤ用ガラス関連製造設備を中心に有形固定資産が増加しま

した。 

〔負債〕 

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較して１０４億５３百万円増加し、

２，４６１億２３百万円となりました。流動負債では、利益の回復に伴い、未払法人税等が増加しました。固定

負債では、長期借入金が減少する一方で、特別修繕引当金が増加しました。 

〔純資産〕 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較して１４１億１４百万円増加

し、３，６６８億５８百万円となりました。利益剰余金が増加したほか、株式市況の回復によりその他有価証券

評価差額金が、また円安により為替換算調整勘定がそれぞれ増加しました。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は前連結会計年度末と同様に５９．３％とな

りました。 

(3）キャッシュ・フローの状況 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

税金等調整前四半期純利益の減少、売上債権の増加の一方で、たな卸資産の減少、仕入債務の増加、法人税等

の支払額の減少や還付などにより、営業活動によって得られた資金は２８２億６３百万円(前年同四半期比 

２０６億９２百万円の収入減)となりました。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

ＦＰＤ用ガラスなどの製造設備を中心とする固定資産の取得による支出などにより、投資活動に使用した資金

は１６１億５７百万円（同２０３億２０百万円の支出減）となりました。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

短期借入金の純減少、長期借入金の返済による支出などにより、財務活動によって使用した資金は１５億２６

百万円（同１２百万円の支出増）となりました。 

上記に、現金及び現金同等物に係る換算差額１億２７百万円を合わせ、当第２四半期連結会計期間末の現金及び

現金同等物の残高は、前年同四半期連結会計期間末と比べ１４０億９６百万円増加し、９８３億８百万円となりま

した。 
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(4）対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施

行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要 

当社は、上場会社として当社株式の自由な売買が行われている以上、会社を支配する者の在り方は、最終的

に株主の皆さまの判断に委ねられるべきものと考えています。しかし、株主の皆さまが当社株式の大規模買付

行為等（以下「大規模買付行為」）を受け入れるか否かの判断を行われるに当たっては、大規模買付行為を行

おうとする者（以下「大規模買付者」）から十分な情報を提供いただくと共に、取締役会がこれを評価、検討

し、その結果と意見を株主の皆さまに提供することが重要であると考えています。 

当社の財務及び事業の方針を決定する者の在り方としては、当社の経営理念、事業の特性、企業価値のさま

ざまな源泉、ステークホルダーとの信頼関係等を十分に理解し、株主共同の利益及び企業価値を中長期的に確

保・向上させる者でなければならないと考えています。 

②取組みの具体的な内容の概要 

a.当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、特殊ガラス・ハイテクガラスの製造・販売を事業としています。売上の大部分を占める特定の顧

客との緊密な取引関係を重視した経営を行わなければ継続して企業価値を高めることはできません。 

また、半世紀を越えて蓄積したガラスに関する知識や技術、取引先との強固な関係、良好な労使関係等を

最大限に活用し、成長分野への経営資源の投入、収益性の向上、バランスのとれた事業構造の構築、積極的

なＲ＆Ｄ活動の推進等により、株主共同の利益及び企業価値の確保・向上に取組んでいます。 

b.基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

当社の株券等の保有者等（以下「特定株主グループ」）の議決権割合を20％以上とすることを目的とす

る、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる大規模買付行為が行われる場合に

は、株主の皆さまに対して十分な情報提供とその判断に必要な時間が確保されるために「大規模買付ルー

ル」を導入し、これを遵守する場合及び遵守しない場合につき対応方針を定めています。 

取締役会は、大規模買付者に十分な情報の提供を要請し、当該情報の受領後、取締役会による一定の評価

検討期間を設け、必要に応じ代替案を提示します。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、ま

たは株主共同の利益及び企業価値を著しく損なうと判断され、社外有識者で構成される特別委員会が新株予

約権の無償割当等の対抗措置の発動を可とする勧告を行った場合は、取締役会決議により対抗措置を発動す

る可能性があります（取締役会の判断により株主意思確認のため株主総会を招集することがあります）。大

規模買付行為は、評価検討期間経過後または株主総会終結後にのみ開始されるものとします。なお、公表は

適宜行います。 

③上記②の取組みが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社会社役員の地位の維持

を目的とするものではないことへの該当性に関する当社取締役会の判断及びその理由 

・「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」（経済産業省・法務省

平成17年５月27日）の三原則を充足し、また、「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

（企業価値研究会 平成20年６月30日）も勘案していること 

・株主の皆さまのために、十分な情報提供や必要な時間を確保したり、交渉を行うこと等を可能とし、株主

共同の利益及び企業価値の確保・向上の目的をもって導入されていること 

・平成21年の当社定時株主総会において、平成24年の当社定時株主総会終結の時までを有効期間として、対

応方針の継続導入につきご承認をいただいていること。また、株主総会で廃止することができること 

・大規模買付ルールの適正な運用や公正性の担保のため特別委員会を設置し、その判断を重視すると共に、

取締役会による恣意的な発動を防止する為の仕組みを確保していること 

上記は概要であり、詳細は当社ホームページ（平成21年４月27日付開示資料「当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針（買収防衛策）の継続について」（http://www.neg.co.jp/））をご覧ください。 
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(5）研究開発活動 

当社グループは、高度な技術が生み出す、時代のニーズに最適の特性と形状、高いガラス品位と精度を追求した

ハイテクガラスの創造を基本理念とし、研究開発活動を行っています。 

基礎的研究開発については、ライン部門（各事業部・室）と密接に連携をとりながら主として当社のスタッフ機

能部門（技術部、研究部、開発部等）が担当し、応用的研究開発については、当社のスタッフ機能部門と密接に連

携をとりながら主として当社のライン部門が担当しています。 

当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は７億４百万円となりました。これは、基礎的研

究開発として２億５８百万円を使用したほか、情報・通信関連部門においてＦＰＤ用ガラスや光関連ガラス・電子

デバイス用ガラスの製品開発、生産技術及び成膜技術の開発・改良を中心に４億４４百万円を、その他部門におい

て１百万円を使用したものです。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況について、重要な変更はありま

せん。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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１ 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２ 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。なお、前四半期連結会計期間末において計画中であった当社における情報・通信

関連ガラス製造設備については、平成21年７月より順次稼動を開始しています。 

 また、当第２四半期連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設の計画は下記のとおりです。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．当該新設設備の完成により、情報・通信関連ガラスの生産能力が約10％増加する見込みです。  

  

第３【設備の状況】

会社名及び事業所名 部門 設備の内容

投資予定額
資金調達方
法 着手年月 完成予定年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

日本電気硝子㈱  

能登川事業場  

（ガラス事業）  

情報・通信関連部門  

情報・通信関連ガ

ラス製造設備  
39,000 823 自己資金  平成21年８月  平成22年中 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,200,000,000

計  1,200,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  497,616,234  497,616,234

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数 

1,000株 

計  497,616,234  497,616,234 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年７月１日～
平成21年９月30日 

 ―  497,616,234  ―  32,155  ―  33,885
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（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）の持

株数55,780千株は、日本電気株式会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであり、その議決権は

日本電気株式会社が実質的に保有しています。なお、日本電気株式会社は、上記退職給付信託分及び同社子会社

２社の保有分とあわせて当社株式を合計121,072千株（うち間接保有分56,243千株）、発行済株式総数に対する所

有株式数の割合にして24.33％（うち間接保有分11.30％）保有しています。 

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号  64,828  13.03

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（住友信託銀行再

信託分・日本電気株式会社退職

給付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  55,780  11.21

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  28,324  5.69

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  19,483  3.92

ニプロ株式会社 大阪府大阪市北区本庄西三丁目９番３号  17,824  3.58

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ 

ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＳＵＢ 

Ａ／Ｃ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ 

（常任代理人 香港上海銀行） 

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮ

ＡＲＹ ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ

１４ ５ＮＴ， ＵＫ 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

 8,557  1.72

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１番38号  8,089  1.63

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳ

Ｅ ＢＡＮＫ ３８００５５ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

２７０ ＰＡＲＫ ＡＶＥＮＵＥ， Ｎ

ＥＷ ＹＯＲＫ， ＮＹ １００１７， 

ＵＮＩＴＥＤ ＳＴＡＴＥＳ ＯＦ Ａ

ＭＥＲＩＣＡ 

（東京都中央区月島四丁目16番13号） 

 8,057  1.62

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  7,312  1.47

ＴＨＥ ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨ

ＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ， Ｎ．

Ａ． ＬＯＮＤＯＮ ＳＥＣＳ  

ＬＥＮＤＩＮＧ ＯＭＮＩＢＵ

Ｓ ＡＣＣＯＵＮＴ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ，ＣＯＬ

ＥＭＡＮ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ 

ＥＣ２Ｐ ２ＨＤ， ＥＮＧＬＡＮＤ 

（東京都中央区月島四丁目16番13号） 

 7,163  1.44

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  6,266  1.26

計 －  231,686  46.56
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①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株含まれています。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれています。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員及び役職の異動はありませ

ん。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式

(自己保有株式) 

 

(相互保有株式) 

 

141,000

60,000

－ 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  496,024,000  496,024 同上 

単元未満株式 普通株式  1,391,234 － － 

発行済株式総数  497,616,234 － － 

総株主の議決権 －  496,024 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

(自己保有株式) 

日本電気硝子株式会社 

滋賀県大津市晴嵐二丁

目７番１号 
 141,000 －  141,000  0.03

(相互保有株式) 

サンゴバン・ティーエム

株式会社 

東京都千代田区麹町三

丁目７ 
 60,000 －  60,000  0.01

計 －  201,000 －  201,000  0.04

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  910  920  1,085  1,151  1,107  992

最低（円）  693  758  897  938  961  808

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後

の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

 また、当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成していま

す。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日

至 平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第２四

半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監

査法人による四半期レビューを受けています。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 99,664 96,693

受取手形及び売掛金 69,782 47,166

商品及び製品 20,495 25,585

仕掛品 1,927 1,348

原材料及び貯蔵品 14,641 15,317

その他 11,869 14,552

貸倒引当金 △849 △601

流動資産合計 217,533 200,062

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） ※1,2  277,265 ※1,2  264,578

その他（純額） ※1,2  91,370 ※1,2  98,281

有形固定資産合計 368,636 362,859

無形固定資産 735 934

投資その他の資産   

その他 26,455 24,937

貸倒引当金 △378 △380

投資その他の資産合計 26,077 24,557

固定資産合計 395,448 388,351

資産合計 612,981 588,413

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,418 30,035

短期借入金 65,740 64,894

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払法人税等 13,809 1,348

引当金 146 222

その他 48,173 49,139

流動負債合計 177,288 165,640

固定負債   

長期借入金 42,434 44,988

特別修繕引当金 24,376 23,132

引当金 1,835 1,790

その他 188 118

固定負債合計 68,834 70,029

負債合計 246,123 235,669
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 32,155 32,155

資本剰余金 34,357 34,358

利益剰余金 301,502 290,061

自己株式 △204 △196

株主資本合計 367,810 356,378

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,948 1,410

繰延ヘッジ損益 △24 10

為替換算調整勘定 △7,336 △8,757

評価・換算差額等合計 △4,413 △7,335

少数株主持分 3,460 3,700

純資産合計 366,858 352,744

負債純資産合計 612,981 588,413
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 202,437 143,936

売上原価 125,540 102,181

売上総利益 76,897 41,754

販売費及び一般管理費 ※1  12,041 ※1  9,376

営業利益 64,855 32,377

営業外収益   

受取利息 － 167

その他 993 595

営業外収益合計 993 762

営業外費用   

支払利息 854 850

為替差損 737 －

固定資産除却損 ※2  1,230 ※2  745

休止固定資産減価償却費 － 1,367

その他 813 705

営業外費用合計 3,635 3,668

経常利益 62,212 29,471

特別利益   

前期損益修正益 45 －

固定資産売却益 － 240

その他 － 9

特別利益合計 45 250

特別損失   

固定資産除却損 ※3  1,939 ※3  2,254

投資有価証券評価損 682 －

関係会社整理損 － 1,436

その他 2 99

特別損失合計 2,625 3,790

税金等調整前四半期純利益 59,633 25,930

法人税等 ※4  24,830 ※4  12,275

少数株主利益又は少数株主損失（△） 353 △272

四半期純利益 34,449 13,927
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 98,203 81,330

売上原価 61,580 54,500

売上総利益 36,623 26,830

販売費及び一般管理費 ※1  6,006 ※1  4,794

営業利益 30,617 22,035

営業外収益   

為替差益 － 335

その他 478 388

営業外収益合計 478 724

営業外費用   

支払利息 443 424

固定資産除却損 ※2  886 ※2  270

休止固定資産減価償却費 － 522

その他 694 139

営業外費用合計 2,024 1,356

経常利益 29,070 21,402

特別利益   

前期損益修正益 17 －

固定資産売却益 － 240

関係会社整理損戻入益 － 264

その他 － 9

特別利益合計 17 514

特別損失   

固定資産除却損 ※3  1,125 ※3  108

投資有価証券評価損 682 －

その他 2 －

特別損失合計 1,810 108

税金等調整前四半期純利益 27,277 21,808

法人税等 ※4  11,533 ※4  8,657

少数株主利益 156 55

四半期純利益 15,588 13,095
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 59,633 25,930

減価償却費 20,766 22,054

売上債権の増減額（△は増加） 3,289 △22,598

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,938 5,493

仕入債務の増減額（△は減少） 2,930 △1,261

法人税等の支払額 △29,534 △1,456

法人税等の還付額 － 4,751

その他 2,630 2,859

営業活動によるキャッシュ・フロー 56,776 35,772

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △1,002 －

固定資産の取得による支出 △88,443 △30,547

その他 25 2,384

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,421 △28,163

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,289 △555

長期借入れによる収入 23,215 －

長期借入金の返済による支出 △1,336 △1,251

配当金の支払額 △2,485 △2,485

その他 △1,022 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー 16,081 △4,309

現金及び現金同等物に係る換算差額 △270 384

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,834 3,685

現金及び現金同等物の期首残高 101,046 94,623

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  84,212 ※1  98,308
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【表示方法の変更】

 当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

「受取利息」について 

 前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「受取利息」（前第２四半

期連結累計期間166百万円）は、営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分

掲記しています。 

「休止固定資産減価償却費」について  

 前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「休止固定資産減価償却

費」（前第２四半期連結累計期間0百万円）は、営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累

計期間では区分掲記しています。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

「法人税等の還付額」について  

 前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等の支払額」に含めて表示

していた「法人税等の還付額」（前第２四半期連結累計期間85百万円）は金額的重要性が増したため、当第２四半

期連結累計期間では区分掲記しています。 

「投資有価証券の取得による支出」について  

 前第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローにおいて区分掲記していた「投資有価

証券の取得による支出」（当第２四半期連結累計期間△２百万円）は僅少となったため、当第２四半期連結累計期

間では、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しています。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「休止固定資産減価償却費」について  

 前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「休止固定資産減価償却

費」（前第２四半期連結会計期間0百万円）は、営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会

計期間では区分掲記しています。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している有形固定資産について、年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しています。 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変動が

ないため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっています。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

税金費用の計算   当第２四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しています。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、318,188百万円

です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、302,817百万円

です。 

※２ 圧縮記帳 

 過年度に取得価額から直接控除した国庫補助金等に

よる圧縮記帳額は、有形固定資産の「その他」（土

地）842百万円並びに機械装置及び運搬具11百万円で

す。 

※２ 圧縮記帳 

同左 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 当社従業員            百万円 1,047

 （従業員の住宅建設資金等借入金に対する保証）

その他の偶発債務 

 当社は、ニッポン・エレクトリック・グラス・

UK Limitedの法的清算にあたり、清算人等に対し次

の事項について補償を行うことの保証状を差し入れ

ています。 

（１）清算人等が清算に関連して負う責任、費用

等 

（２）清算人の報酬 

 なお、補償の総額は、保証状差し入れ後当社が同

社から受け取る金額及びこれに対する利息を超えま

せん。 

 ３ 偶発債務 

 保証債務 

 当社従業員           百万円 1,149

 （従業員の住宅建設資金等借入金に対する保証）

その他の偶発債務 

同左 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。 

荷造運賃 百万円4,253 荷造運賃 百万円2,271

貸倒引当金繰入額 百万円323

※２ 固定資産除却損は、主に機械装置の通常の更新によ

るものです。 

※２           同左 

※３ 固定資産除却損は、主にガラス溶解炉の新設に伴う

既存資産の撤去処分費用です。 

※３           同左 

※４ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示していま

す。 

※４           同左 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。 

荷造運賃 百万円2,048 荷造運賃 百万円1,251

※２ 固定資産除却損は、主に機械装置の通常の更新によ

るものです。 

※２           同左 

※３ 固定資産除却損は、主にガラス溶解炉の新設に伴う

既存資産の撤去処分費用です。 

※３ 固定資産除却損は、主にガラス溶解炉の新設に伴う

既存資産の撤去によるものです。 

※４ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示していま

す。 

※４           同左 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定   85,212

預入期間が３か月を超える定期預金     △1,000

現金及び現金同等物   84,212

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定   99,664

預入期間が３か月を超える定期預金   △1,355

現金及び現金同等物   98,308
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

５．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期

間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業は、「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「ガラス事業」の割合がいずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業は、「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「ガラス事業」の割合がいずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

（株主資本等関係）

普通株式  497,616千株 

普通株式  141千株 

（決議） 
  

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 2,487 5.00  平成21年３月31日  平成21年６月29日 利益剰余金 

（決議） 
  

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月26日 

取締役会 
普通株式 2,487 5.00  平成21年９月30日  平成21年11月30日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国 

３．会計処理基準に関する事項の変更 

 前第２四半期連結累計期間  

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用

しています。 

 この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、「日本」のセグメントにおいて当第２四半期

連結累計期間における営業利益が1,397百万円減少しています。 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（2）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用しています。 

 この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、「アジア」のセグメントにおいて当第２四半

期連結累計期間における営業利益が12百万円増加しています。 

４．追加情報 

 前第２四半期連結累計期間 

 追加情報に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。 

 この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、「日本」のセグメントにおいて当第２四半期

連結累計期間における営業利益が1,075百万円減少しています。  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高  88,361  61,621  816  150,799 (52,595)  98,203

営業利益  32,407  334  64  32,806 (2,189)  30,617

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高  77,364  54,087  497  131,949 (50,619)  81,330

営業利益又は営業損失（△）  22,839  486  △9  23,316 (1,281)  22,035

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高  173,748  129,720  1,643  305,112 (102,674)  202,437

営業利益  62,797  3,450  104  66,351 (1,496)  64,855

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高  132,921  94,197  732  227,851 (83,915)  143,936

営業利益又は営業損失（△）  34,831  △176  △10  34,645 (2,267)  32,377
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 欧州、米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

【海外売上高】

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  60,425  5,549  65,975

Ⅱ 連結売上高（百万円）      98,203

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 61.5  5.7  67.2

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  52,918  3,026  55,944

Ⅱ 連結売上高（百万円）      81,330

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 65.1  3.7  68.8

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  129,041  10,464  139,505

Ⅱ 連結売上高（百万円）      202,437

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 63.7  5.2  68.9

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  93,262  5,189  98,451

Ⅱ 連結売上高（百万円）      143,936

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 64.8  3.6  68.4
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１．１株当たり純資産額 

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

 ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

 ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

（１株当たり情報）

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成21年３月31日） 

 １株当たり純資産額 円 銭  730 48 円 銭 701 62

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  366,858  352,744

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 3,460  3,700

（うち少数株主持分（百万円））  (3,460)  (3,700)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

(百万円) 
 363,397  349,043

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（千株） 
 497,474  497,484

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 １株当たり四半期純利益金額 円 銭 69 25 円00銭 28

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  34,449  13,927

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  34,449  13,927

期中平均株式数（千株）  497,443  497,479

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 １株当たり四半期純利益金額 円 銭 31 34 円 銭 26 32

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  15,588  13,095

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  15,588  13,095

期中平均株式数（千株）  497,378  497,477
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 平成21年10月26日開催の当社取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………2,487百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年11月30日 

 （注）当社定款第37条の規定に基づき平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に対し中間配当金を支払います。 

  

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（社債の発行） 

 平成21年10月26日開催の当社取締役会において、下記のとおり国内無担保普通社債の発行に関する包括決議を行い

ました。 

 なお、本決議の範囲内において、具体的な発行総額、発行時期、発行条件（利率、償還期限等）その他本社債発行

に関し必要な一切の事項の決定は、当社社長執行役員に一任することとします。  

（１）発行総額  200億円以内  

（２）発行時期  平成22年３月31日まで 

（３）発行価額  社債の金額100円につき100円

（４）償還期限  ７年以内  

（５）利率  2.0％以下  

（６）償還方法  満期一括償還  

（７）資金使途  社債償還資金、設備資金、投融資資金及び借入金返済資金  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月13日

日本電気硝子株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 宮林 利朗  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 松本 学   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 東浦 隆晴  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電気硝子株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 追記情報 

 １. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会

社は第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

 ２. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、第１四半期連結会計期

間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

日本電気硝子株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 宮林 利朗  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 松本 学   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 東浦 隆晴  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電気硝子株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報  

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年10月26日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の発

行に関する包括決議を行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




